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地方における「Society5.0」の実現に向けた総務省の事業等 

 神奈川県政策研究センター1 

１．地方におけるＩＣＴの積極的な利活用の必要性 

地方自治体（以下、自治体）では、人口減少・高齢化によって税収減や行政需要

増に直面している中、これまで以上に効率的に行政を運営し、「持続可能な地域社

会」を構築していくことが求められている。 

そうした中、政府では、地域課題を解決し、より豊かな社会を作っていく上では、

地方においてＩＣＴ化を積極的に利活用していくことが非常に重要であるとして、

「日本再興戦略」（2016 年６月閣議決定）をはじめとする各種政府方針において、

Society5.02の実現、ＡＩ（人工知能）、ＩｏＴ（Internet of Things）、ビッグデー

タ等の活用を掲げている。

総務省では、地方においてこうしたＡＩやＩｏＴ等を推進し、Society5.0 を実現

していくために、①地方におけるＩｏＴ化に向けた総合的な支援、②スマート自治

体の構築支援、③スマートシティ化の支援、④５Ｇ（第５世代移動通信システム3）

の整備、さらには、⑤ＩＣＴ防災の支援など、様々な施策に取り組んでいる。 

以下では、こうした総務省における様々な取組みの概要を紹介する。 

1 本稿は、総務省の全面的な協力を仰ぎながら、当センターの責任の下でまとめたものである。 

2 狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く我が国が目指すべき未来社会の姿として、第５期科学技術基本計画において提唱され

ているもの。「仮想空間（サイバー空間）と現実空間を高度に融合させたシステムによって、経済

発展と社会的課題の解決の双方を図る社会」を指す。 

3 ５Ｇの大きな特長は、①超高速（現行の４Ｇ＜第４世代＞よりも 10 倍速いブロードバンドサ

ービスを提供できる）、②超低遅延（1ミリ秒程度の遅延でロボット操作時もタイムラグを感じな

い）、③多数同時接続（100万台／㎢）、の３点と、されている。 
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２２．地方におけるＩｏＴ化の推進（「地域ＩｏＴ実装総合支援事業」）  

「地域ＩｏＴ実装総合支援」は、「地域ＩｏＴ実装推進タスクフォース」4の提言

を踏まえて行っているものである。 

具体的には、地方においてＩｏＴを実装していくために総合的な支援5を行うべく、

（１）自治体のＩＣＴ／ＩｏＴ実装に関する「計画策定・推進体制構築支援」、（２）

実装事業への「財政支援」、（３）地域情報化アドバイザー派遣による「人的支援」、

の３つの分野を軸に支援を行っている。 

（１）計画策定・推進体制構築支援

計画策定や推進体制の整備にかかる支援としては、2018 年度より「地域ＩｏＴ実

装のための計画策定・推進体制の構築支援事業」を行っている。 

地方でＩｏＴを実装していくに当たっては、まずは、①「地域ＩｏＴ実装計画」

を策定し、その地域が抱えている課題に対するＩＣＴ／ＩｏＴソリューションを特

定したり、ＩｏＴ化の費用対効果を試算したりすること等が重要である。また、②

同計画を実行するための推進体制も構築する必要がある。もっとも、地方がこうし

た取組みを独力で行おうとしても、現状では、参考となるような成功事例やノウハ

ウは必ずしも十分に蓄積・整理されていない。

こうした状況を踏まえ、本事業は、①まだＩｏＴ化を十分に進められていない自

治体を対象に、計画の策定や推進体制の構築を支援するとともに、②こうした支援

4 ＩｏＴ等の本格的な実用化の時代を迎える中、総務省では、有識者検討会「地域ＩｏＴ実装推

進タスクフォース」（座長：東京大学大学院情報学環・須藤修教授）を 2016 年９月に立上げた。

同検討会では、全国レベルでのＩｏＴ普及に向けての課題の把握や、必要な対応策を検討し、2016

年 12月には「地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ」並びにその達成に向けた「地域ＩｏＴ実装総合

支援パッケージ」の創設等にかかる提言を行っている（同ロードマップは 2017 年５月・2018 年

４月に改定）。 

5 ＩｏＴの推進状況をみると、地域によって差が大きいことから、政府による総合的な支援が必

要となっている。 

例えば、ＩｏＴ実装に関する自治体へのアンケートによれば、ＩｏＴ等の利活用に関心がある

団体は９割を超えているものの、ＩｏＴ等を活用した地域活性化等に取り組んでいるところは２

割弱にとどまっている。また、ＩｏＴの利活用を進めるにあたっても、「推進体制の未確立」「人

材の不足」「予算の制約」「情報の不足」といった課題が明らかとなっている（『2018 年度地域Ｉ

ｏＴ実装状況調査』、調査時期 2018年５月、2017年度末時点の回答、回答数 1,618団体／1,788団体 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/ict/top/pdf/survey_l

ocal-iot.pdf）。

36 かながわ政策研究ジャーナルNo.14 2020.3

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/ict/top/pdf/survey_local-iot.pdf


特集「自治体におけるＩＣＴ化の推進に向けて」

かながわ政策研究ジャーナル No.14 2020.3 37

を通じて得られた成果・ノウハウを公表することによって、全国各地のＩｏＴ化を

支援することを目的としている。 

具体的には、①本省・各地の総合通信局・支援実施事業者が研修会・相談会を開

催するほか、②支援実施事業者がコンサルティングを行っている。当研修会・相談

会については、支援を必要とする地域で２回開催するほか、東京でも他の自治体と

合同で２回開催している。そして、支援地で開催する際には、各部署の担当者の顔

が見える状態で自治体の現状を把握することを重視する一方、東京開催の場では、

様々な自治体の取組状況を発表する等、情報共有も行うこととしており、他地域と

比較することで現状を客観的に捉え、相互に刺激し合う時間も確保されている。 

2018 年度には、７団体を対象に支援を行い、18 件の計画を策定しており、2019

年度には、６団体を対象としている。 

（（２）財政支援

財政面にかかる「地域ＩｏＴ実装推進事業」としては、2017 年度より、「地域Ｉ

ｏＴ実装推進ロードマップ」で提示した分野別の成功モデルを展開していく事業に

対して財政支援を実施している。 

前述のＩｏＴ実装にかかるアンケートにおいても、８割の自治体が、ＩＣＴ／Ｉ

ｏＴを利活用した事業を進める上での当面の課題・障害として「財政難」を挙げて

いるなど、当財政支援事業はＩｏＴの地域実装に向けて欠かせないものとなってい

る。 

補助対象は、自治体（都道府県及び指定都市を除く）と民間事業者等であり、補

助率は、事業費の１／２（補助額上限 2,000 万円＜2019 年度＞）としている。既に

2018 年度には 30 団体に補助金を交付しており、また、2019 年度には 38 団体を採

択候補団体として選定している。 

（３）人的支援

人的支援6に関しては、「地域情報化アドバイザー派遣事業」を実施している。本

事業は、自治体等からの求めに応じ、「地域情報化アドバイザー」を派遣し、ＩＣ

Ｔ利活用に関する助言等を行う取組みである。 

6 前述のＩｏＴ実装にかかるアンケートでは、「財政難」に次いで「人材不足」「情報不足」も課

題として挙げられている。 

37かながわ政策研究ジャーナルNo.14 2020.3

特集「自治体における ICT化の推進に向けて」



特集「自治体におけるＩＣＴ化の推進に向けて」

かながわ政策研究ジャーナル No.14 2020.3 38

アドバイザーには、ＡＩ・ＲＰＡ・データ活用等に知見のある有識者（先進自治

体職員、大学教員、CivicTech7等）計 52 名を 2019 年度に新たに委嘱しており、現

状では総勢 207 名の体制となっている。 

派遣回数は、2018 年度の実績は 237 回となったが、2019 年度には、第７期（～

10 月末）までに応募された案件に対して計 310 件の派遣を既に決定しているなど、

件数は顕著に増加している。 

出所：総務省地域通信振興課提供資料 『地域ＩｏＴ実装の推進』（2019年５月） 

7 CivicTech とは、Civic（シビック：市民）と Tech（テック：テクノロジー）を掛け合わせた

造語。テクノロジーを活用して市民自ら地域課題の解決に取り組むことを指す。地域情報化アド

バイザーには、CivicTechの活動を行っている有識者も多く名前を連ねている。
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３３．ＡＩ等の革新的な技術を活用した行政のスマート化 

Society5.0 の社会を実現していくためには、自治体自身がＡＩ等の革新的な技術

を活用した「スマート自治体」に転換していくことが重要となる8ことから、総務省

では、「スマート自治体研究会9」を開催し、その具体的な方策の検討等を行ってき

ている。 

同研究会では、基本的な認識として、生産年齢人口の減少や技術発展の加速化に

直面する自治体においては、「業務の抜本的な見直しが必要」としている。また、「ス

マート自治体の目指すべき姿」としては、①人口減少が深刻化しても、持続可能な

形で行政サービスを提供すること、②職員でなければできないような、より価値の

ある業務に注力すること、③ベテランの経験をＡＩ等に蓄積・代替することなどに

よって、自治体の規模・能力や職員の経験年数にかかわらず、ミスなく事務処理を

行えるようにすること、を示している。 

そして、自治体が実際にスマート自治体化を進めていく上で、（１）「３つの原則」

（①行政手続きを「紙から電子に」切り替えること、②行政アプリケーションを「自

前調達」から「サービス利用型」に転換すること、③自治体もベンダーも、システ

ム構築・保守といった「守りの分野」から、ＡＩやＲＰＡ等のＩＣＴ活用といった

「攻めの分野」に集中していくこと）を明示するとともに、（２）具体的方策とし

て、「業務プロセスの標準化」「データ項目・記載項目、様式・帳票の標準化」等、

７つを掲げている10。 

このように、「スマート自治体」実現に向けた対応策等は明らかとなってきては

いるが、自治体の現状はそこからかなり遠いものとなっていると言える。 

例えば、ＡＩの導入状況11についてみると、「ＡＩを１業務でも導入している（実

8 例えば、『自治体戦略 2040構想研究会 第二次報告』（2018年 7月）参照。 

9 正式名称は「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの

活用に関する研究会」。（１）地方自治体における業務プロセス・システムの標準化、及び（２）

地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの活用について実務上の課題を整理することを目的に 12

回開催され、2019年５月に報告書が取りまとめられた。 

10 「スマート自治体研究会報告書概要」（2019年５月）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000621144.pdf 

11  「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（2019 年５月）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000624150.pdf 
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証実験含む）団体」は指定都市で 60％、その他の市区町村で約４％、「導入予定も

なく検討もしてない団体」は指定都市で０、その他の市区町村で７割となっており、

自治体間で大きな格差がある。 

また、導入団体の大部分は、実証実験段階で無償の導入となっているため、実装

段階では予算額確保が課題となっている。 

なお、これまでのＡＩ導入例としては、①問合せ自動応答サービス（福島県会津

若松市）、②議事録作成支援（東京都港区）、実証事例として、③ＡＩ－ＯＣＲ／Ｒ

ＰＡによる入力業務の省力化（千葉県千葉市）等が挙げられる。いずれの事例にお

いても、業務の効率化や住民サービス向上といった効果が現れており、今後は、よ

り多くの自治体でＡＩを積極的に導入していくことが期待される。 

このほか、総務省では、現在、「自治体向けクラウドＡＩ標準化実証事業12」にお

いて、３つのグループ（６の自治体と民間事業者により構成）を対象に実証事業を

実施している。  

 

出所：総務省地域通信振興課 『地方公共団体におけるＡＩ活用に関する調査研究 実証グルー

プ一覧及び実証グループ提案概要』13 

12 2018年度第２次補正予算「革新的ビッグデータ処理技術導入推進事業」の一部。 

13 https://www.soumu.go.jp/main_content/000624160.pdf 
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４４．データ利活用型スマートシティの展開 

政府では、Society5.0 時代におけるまちづくりの基本コンセプトとして「スマー

トシティの実現」を掲げており、基本方針や計画等14において様々な推進策を盛り

込んでいる。

総務省においても、スマートシティ化に取り組む自治体の事業を積極的に支援し

ている。具体的には、「データ利活用型スマートシティ推進事業」（2017 年度～）に

おいて、観光や防災等、分野横断的にデータ利活用を進める事業の初期投資や継続

的な体制整備等の経費（①機器購入、②システム構築、③体制整備に向けた協議会

開催等に係る費用）に補助をしている（補助率は１／２）。 

出所：総務省『総務省におけるスマートシティの取組』（2019年 11月）15 

14 「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（2019 年６月 21 日閣議決定）、「統合イノベーション

戦略 2019」（同日閣議決定）、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」（同日閣議決定）、「世界最

先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（2019年６月 14日閣議決定）等。 

15 https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/20191105/pdf/ 

shiryou1-5.pdf 
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今日の都市では、総人口の減少や国際的な都市間競争が進む中で、「住民のＱｏ

Ｌ（生活の質）や生産性」を向上させることが求められている。また、都市が抱え

る課題は複雑なものとなっていることから16、都市の持続性・発展性を高めるため

には、施設やインフラなどのハード面の整備だけではなく、よりソフト面を重視し

ながら、分野横断的に対応していくことが必要となっている。 

2018 年度の実績としては、（１）富山市（人流情報17を活用した①児童見守り、②

工事情報のオープン化等）、（２）京都府18（人流情報や環境データを活用した①観

光戦略、②災害時の避難誘導、③エネルギー効率化等）、（３）益田市19（①水位計

等のセンサー情報による防災、②鳥獣被害対策）に対して、支援を行った。  

  

16 これまで総務省では、地域の抱える「個々の課題」を解決していくこと（単機能型の課題解決）

を主眼として、ＩＣＴを活用した成功モデルの創出や成功事例の横展開を進めてきたが、今日の

都市においては、様々な課題が入り組み、単機能型の課題解決では解消できない課題が顕在化し

てきているといえる。 

17 ある地点から別の地点に人々が歩いた導線や、移動した人の数に関する情報を指す。 

18 事業実施団体は、（一社）京都スマートシティ推進協議会。

19 事業実施団体は、シマネ益田電子（株）。 
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５５．Society5.0 を支える５Ｇの実現 

通信技術面では、５Ｇが Society5.0 時代を実現していく上で不可欠なものとな

る。 

こうしたことから、総務省では、2017 年度から 2019 年度までの３年次にわたり、

５Ｇの総合実証試験に取り組んできている。 

初年度には、事業者の希望するテーマ・場所を対象として、実際の５Ｇ利活用分

野を想定した技術検証を行った。翌年度には、ＩＣＴインフラ地域展開戦略検討会

において提示された「８つの課題」を意識し、技術検証・性能評価を継続したほか、

「５Ｇ利活用アイデア・コンテスト」を開催し、地方発の発想による実証テーマを

募集した。また、最終年度となる 2019 年度には、地域のビジネスパートナーとと

もに、上述の個別の技術検証の成果やアイデア・コンテストの結果を踏まえながら、

地域課題の解決に資する５Ｇの利活用モデルの構築も視野に入れた総合的な実証

を実施している。 

 

出所：総務省移動通信課『省令等改正案の概要』  

 

20 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000396.html 
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なお、地域においては、特に「ローカル５Ｇ」を整備・活用していくことが有用

となると考えられる。「ローカル５Ｇ」とは、地域や産業の個別のニーズに応じて、

様々な主体が自らの建物内や敷地内でスポット的に柔軟に構築できる５Ｇシステ

ムを指す。これにより、例えば、通信事業者によるエリア展開がすぐに進まない地

域でも、企業や自治体が独自に５Ｇシステムをスポット的に構築・利用することが

可能となる。こうした「ローカル５Ｇ」では、利用者が必要とする性能についても、

通信事業者が提供する５Ｇサービスよりもずっと柔軟に設定出来ることから、地域

にとって導入のメリットが大きいと考えられる21。なお、「ローカル５Ｇ」の無線局

の運営については、免許を自らが取得することも、業者に委託することも可能とな

っている。

   

21 また、他の場所の通信障害や災害、ネットワークの輻輳（アクセスの集中等によって、ネット

ワークにつながりにくくなったり、接続できなくなったりする状態）等の影響を受けにくい。 
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６６．ＩＣＴ防災の推進 

（１）Lアラート（災害情報共有システム）

防災関係のＩＣＴ化分野においては、まず、災害関連情報伝達の共通基盤である

「Ｌ（Local）アラート22」の普及・活用を推進している。「Ｌアラート」とは、避

難指示や避難勧告といった災害関連情報をはじめとする公共情報を、放送局等多様

なメディアに対して一斉に送信することができる仕組みであり、これによって、自

治体等は地域住民等に必要な情報を迅速かつ効率的に伝達することができるよう

になっている。 

出所：総務省資料『「Ｌアラート」の概要』23 

自治体等の災害関連情報は、かつては電話やＦＡＸ、あるいは記者発表といった

アナログ的な情報で提供されていたことから、こうした情報を報道機関等が収集・

確認し、報道用に整理・入力するのに手間や時間がかなりとられるという課題があ

22 一般財団法人マルチメディア振興センターが運営している。 

23 https://www.soumu.go.jp/main_content/000650512.pdf
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った。また、自治体等自身においても、情報発信するための準備作業や、情報の詳

細や最新状況を確認するための問合せ作業が大量に発生しており、その効率化が求

められていた。 

こうした課題の解決を図るため、総務省では、実証実験や実用化試験等を経て、

2011 年６月には「公共情報コモンズ」（現「Ｌアラート」）の運用を開始した。そし

て、2019 年４月までには全都道府県によるＬアラートの利用が実現したことによっ

て、全ての自治体から迅速な情報発信が可能な体制を整えることができている。 

また、Ｌアラートについては、発信情報を地図化するシステムの標準仕様の策定

を進めている。2019 年度中には、このＬアラートの地図化システムについて、気象

関連の情報や他団体の避難情報の発令状況、あるいは過去の発令状況が、地図上に

簡便に表示できるシステムの構築のための標準仕様を策定する予定である。  

（２）公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業

公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）環境については、総務省では、「防災等に資する Wi-Fi

環境の整備計画」（2016 年 12 月）を策定し、全国約３万箇所を対象として Wi-Fi 拠

点の整備を推進している。 

また、この整備計画の目標達成に向け、自治体等による整備を後押しするために、

「公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業」（2017 年度～）を進めている。具体的には、

①防災拠点（避難所・避難場所、官公署）や、②公的拠点（博物館、文化財、自然

公園等、被災場所として想定されることから災害対応の強化が望まれる場所）にお

いて、Wi-Fi 環境を整備していく自治体等に対し、その費用の一部の補助を行って

いる。 
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